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1． 教育シ ス テ ム の構造変動

　我が国の 教育 シ ス テ ム は 1990年代に ドラ ス テ ィ ッ クな構造変動を遂げた 。 それ を概

観する こ とが小論の 課題で あ るが，最初に 若干の 説明を して お く、

　まず ．「シ ス テ ム とは 元来， 部分 を全体 か ら切 り離 して 認 識 しよ う とする と諸部分

間の 関連性を見失い ，全体性 を認識す るこ とが不可能に なる」 こ とを強調する方法概

念で あ る （富永　1993　a ，615頁）。 それ ゆ え，教育をシ ス テム と解す るの は，教育現

象を 全体 と して 把握する と同時に，外界 と関連 させ て と らえ る こ とを意味す る。
「教

育 シ ス テ ム 」 とは教育現象を構成する様 々 な要素が相互 に 関連 し合 っ て つ の 全体を

なす と同時に ，そ れ と密接 に 関わ る外部の 環 境 との 間に 相互 作用が 成 り立 っ て い る こ

とに ほか な らな い 。

　次 に ．構造 とは 「全体を構成する諸部分間に 相対的に安定 した比較 的 変化 しに くい

相 配関係」 があ るこ とを意味 し，構造変動 とは そ う した 「安定 した状態が損なわれ

て，回復で きな くな っ た ときに生 じる新 しい シ ス テ ム へ の 移行」 を い う （浜 島

1977， 105頁， 107頁） 「シ ス テ ム の 構造が変動す る の は ，従来の 構造が環境へ の 適応

能力」 や 「目標の 達成能力に お い て ，機能的に 不十分の 場合 亅で あ る （富永　1993

b ，658頁）。 教育シ ス テ ム の 構造変動 もシ ス テ ムが 円滑 に機能 しな くな っ た ときに生

じる 。 そ れ は 教育 シ ス テ ム を構成す る基本的な諸要素が 量 的に 変 化す るだ けで な く，

「諸要素の 質的な 内容 とそ れ らの 諸要素間の 関連の 在り方その もの が，大 きく変わる

こ とを意 味す る」 （斎藤吉　 1993，434頁）。
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　90年代に は我が国の 権力構造 ， 人口構造，産業構造，階層構造，人 々 の 価値観や社

会規範な どに 著 しい 変化が 生 じた。それ は所得水準，生活水準，教育水準，文化水準

な どの 上昇 ・下降 とい っ た水準変動 とは一線を画す もの で あ り，正 に 構造変動と呼ぶ

に足 る もの で あ っ た 。 それ らの 変化 と同時に 教育シ ス テ ム を構成す る教育の 理 念，制

度，組織 内容な ど も大 きく変容 した 。

2． 社会環境の 変容

（1｝ 冷戦 の終 焉と国家の 揺 らぎ

　89年 11月に ベ ル リンの 壁 が崩壊，12月に は東西冷戦の 終結が宣言 され た 。 90年10月

に は東西 ドイ ツ が統
一

， 91年 12月に ソ ビ エ ト連邦が 解体， こ う して 社会主義圏が消

滅，戦後40年以上続い た東西冷戦体制 も終結 した 。 それ に連 動 して 国内で は 自由民主

党 と日本社会党の 対立を軸 と した55年体制が幕を 閉 じた。 93年 8月に 自民党が38年間

座 り続けた政権の 座か ら降 りた後は 連立 内閣の 時代 とな っ た 。

　94年 6 月に は 自民党 と社会党 （及びさ きが け） の 連立 内閣が誕生 するなど，政党 の

対立軸があい まい とな り， 政争は専 ら政権掌握を め ぐる争い とな っ た 。 後述するよ う

に 90年代に は階層格差が拡大 した に もか か わ らず ， 権力構造 に それ が反映 しなか っ

た 。 む しろ 政 治意 識に 保守化の 傾向が 見 られ，左 翼勢力が後 退 した （橋本　2001，

218−221頁）e

　こ うした政治状況に 促されて 教育界で は 94年に 文部省と日本教職員組合の 歴史的和

解が 成立， 95年 9 月の 日教組定期大会で 運動方針の 路線転換が行わ れたが，それ と共

に教育政策に 対す るチ ェ ッ ク機能が 弱ま っ た 。 それ まで は文部省 と日教組， 自民党 と

社会党の 対立が活発な議論の 機会を提供 して きたが ， そ うした機会が失われ ， 聞 こえ

て くるの は政策立 案者の 声ばか りとい う状況 に な っ た 。

　教育政策に 関す る報道 も批判的な意 見を以前ほ ど伝え な くな っ た 。 これ に はマ ス ・

メデ ィ アが政策に 批判的な情報に接する機会が激減 した こ ともあるが， メデ ィ ア 自体

も政 策に あま り批判を加え な くな り，む しろ政府の 大綱化 ・多様化路線に 協力を 呼び

掛ける論調が多 くな っ た 。 朝 日新聞の 教育記者は 「戦後の マ ス ・メデ ィ ア の 教育報道

で ， 文部省の 政策がい まほ ど支持され て い る時期は，戦後の
一

時期を除けばなか っ た

の で は ない か 」 と書い て い る （山岸駿　1998， 111−112頁）。

　90年代に 盛ん だ っ た ポ ス トモ ダニ ズム とグ ロ
ーバ リゼ ー

シ ョ ンの 理論 は，今や教育

が個別化 され た消費的商品 として 世界市場に おい て 衛星中継 とケーブ ル を通 じて 購入

され るよ うに な り，国民教育は 消滅す る と主張 した。む ろん こ れ は真実で はな く，国
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民国家は なお存続す る し，国民教育制度 も維持されて い る （グリ
ー

ン　2000， 14−15

頁）。

　しか し，一
方 に お ける グ ロ

ーバ リズム ，他方 に お け る ロ
ーカ リズム の 挟み 撃ちに

遭 っ て ，政府の 行動が制約を受 け，国民の 国家意識に 衰退 の 兆 しが 見え始めた。国民

教育制度は国民国家に よ り国民の 形成を目的に創 設された もの だか ら両者は一体で あ

り，国民国家が崩壊すれば国民教育 も存立 不可能 となる 。 未だ そ こ まで 至 っ て い ない

もの の ，国民 国家が弱体化する 中で国民教育の 存在理 由が揺 らぎ，機能不全 に陥 りつ

つ あ る 。

　もっ とも世 界的に は グロ
ーバ ル化の 進展 がナ シ ョ ナ リズム を再生 させ たが，我が国

で は そ うはな らなか っ た 。 教育基本法の 改定が論議 され，99年 8月 に は 「国旗及び国

歌に 関する法律」 が制定 された が，全体 として はナ シ ョ ナ 1丿ズ云の 昂揚よ りは衰退な

い しは抑制の 方が 目立 っ た 。 教科書検定を め ぐる賛否の 顔触れが 入れ替わ っ たの もそ

の たあで あろ う。

　ナ シ ョ ナ リズム の 衰退は t 我が国 も西欧並み の 成熟国家に な っ たか らだと解する こ

と もで きる し （高柳 　1994，20−21頁），政 界や マ ス コ ミを含めて東京裁判史観に洗脳

され尽 くした結果だ とい う見方もあり得る （小堀　2001，228−233頁）。 さ らに は， グ

ロ
ーバ ル 化を 目指 す大企業な ど に と っ て 平和的協調 こ そが 望 ま しく，ナ シ ョ ナ リズム

の 発 揚は もはや メ リ ッ トと 感 じられ な くな っ たか らで もあ ろ う （市 川　2000， 62

貞）。

1：2｝ 子 供の 量的縮小 と質的消滅

　90年代は 少子化が急 速 に進み ，子供 の 数が 激滅 した に もかかわ らず jt供論が氾濫 し

た ／一そ こに 見 られ る 子供の イメージは様 々 で あるが t 近代に おい て 発 見され た子供が

今や消滅 しつ っ あ るとす る点で は共通 して い る 。 子供は量的に 減少して きた だけで な

く，質的に も消え去 ろ うとして い る の で あ る （森　1998，75貞，81頁）。

　に もかかわ らず， 大学の 新増設 は続 き，需要超過か ら供給超過 へ と大学進学をめ ぐ

る状況が一変 した． 70年 代中頃か ら80年代に かけて 停滞して い た大学 ・短 大へ の 進学

率が 急 1：昇 し，90年度 の 36％か ら2000年度に は 49％に な っ た．
t 現役進学率 は 31％か ら

45％となり，浪人の数は29万人か ら15万人に半減 した 。 高等専門学校を含め ると進学

率は 50％ に達 し，高等教育は マ ス 化の 段 階か らユ ニ ヴ ァ
ーサ ル 化の 段階に 移行 した ．

学士 の 量的増大 と質的低下 に対 して 学歴の 差別化を図 るため の 修士課 程 へ の 進学は ，

大学院拡充政 策に も後押 しされて 6 ％か ら 10％ に急上昇 した ．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 7
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　 しか し，そ う した進学率の 急上昇，さ らに は社会人入学の 促進や外国人留学生の誘

致あ るい は大学院の 拡充な どで も青少年人 口縮小の影響を打ち消す こ とは で きなか っ

た 。 83年の 2，
　783万人を ピー クとす る学校教育人 口の 減少 は90年代に入 っ て もや む こ

とな く， 10年間に 在学者数 は2，　635万人か ら2，160万人 と約 18％ ， 500万人近 くも減 少

した 。 それに伴 っ て 学校数は 65，529校から63，353校に ， 教員数 は 136万人か ら132万人

に 縮／亅丶 した 。

　近代学制発足以来拡大の 一途をた ど っ て きた学校教育が初め て長期的な縮小期に入

り，一
世紀以上 に わた っ て 成 長産業だ っ た 学校教育が 今や斜 陽産 業に 転 じたの で あ

る。長年の 懸案で あ っ た入試競争緩和の 問題が解消され た代わ りに ， 志望者全員入学

時代を迎えて 大学生の学力の 低 下や私立大学の 倒産が切実な課題 とな り始め た 。

　安定 した将来の 希望が失われた ため か，青少年の 流動的な行動が 目立っ ように な っ

た 。 青少年 の 浮遊化現象へ の 対策と して 学校 ・地域 ・家庭の 三 者連携や地域に開か れ

た学校が 強調され たが ，肝心の 家庭が崩壊 し，地域社会が解体され る なか で ， そ う し

た政策は掛 け声だ けに とど まっ た 。 家庭訪問 もで きない よ うな状況が広ま るなかで の

学校ス リム化政策は学力の 水準低下と格差増大 ， 青少年の非行や学校離脱を招い た。

　89年12月に 国際連合総会で採択 された 「児童の 権利条約」 が我が 国で も94年 3 月に

発効 ， 子供に大人 と同様の 権利を保障 しよ うとす る動 きが強ま っ た 。 同時に 少年犯罪

の 凶悪化が 目立 ち始め た こ とか ら，子供 に 大人 と同様の 責任を要求す る動 き も高ま っ

た 。 両者は方向が逆の よ うだ が，旧来の 大人 と子供の 関係を見直し，福祉 ・教育 ・司

法な どに お け る処遇 シ ス テ ム の 再編成を求め る点で は
一

致 して い る （広田　1998，

18−19頁）。

（3） ポス ト ・ ジ ョ ブ化 と IT 革命

　93年以 降長期的な不況 に陥 っ た結果，90年代 （90〜99年度）の 経済成長は戦後その

例をみ な い ほ ど低 い もの とな り，国民総生産の 年平 均実質成長率は 70年代の 5．3％

が，80年代の 3．8％ ，90年代の 1．7％ へ と下降 した 。 完全失業者数は 134万 人か ら320万

人に 増加 し，完全失業率は2．1％か ら4．7％に上昇 した 。

　こ の 間に人 口増加 も停滞気味とな るな ど，昭和か ら平成へ の 移行 と軌を一
に して 日

本社会は若 々 しい 成長社会で は な くな り， 老成 した成熟社会に変わ っ た 。 欧 米へ の

キ ャ ッ チ ァ ッ プ とい う目標が達成 され たの と同時に それを可能に した 日本 シ ス テ ムが

機能不全に 陥 っ た点で，1989年には 「長い戦後」 が終わ りを迎えた （ダワ
ー　2001，

420頁）。
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一

｛育 シ ス テ ム の 構造変動

　産業構造が一次 ・ 二次産業か ら三 次産業へ と急速に移行したの に伴っ て ， 新卒者の

就職先 も大きく変化 した 。 学士 は製造業が 28％か ら 18％ へ 急減，卸売 ・小売業
・飲 食

店が 14％か ら22％ へ 、サ ー ビ ス業が26％か ら33％に 急増 した 。 修士は製造業が 58％か

ら48％，サ ー ビ ス 業が20％か ら30％ とな っ た 。 短大卒 は製造業が 19％か ら11％ に，金

融保険業は 18％ か ら10％ に急減，サ ービ ス 業が33％か ら52％に急増 した 。

　また ，こ の 10年間 （1990〜20DO年 ） に就職率は軒並 み激 しく低下 した t．学士が 819d

か ら56％ に ，修士 が 73％か ら63％に ，博士が 6590か ら56％，高専卒が 86％か ら 60％

に ， 短大卒が88％か ら56％に，高校卒が 35％か ら19％ とな っ た 。 これ は進学率の 上昇

もあ るが ，そ れ以 hに 構造不況が 安定雇用の 崩壊を もた らしたか らで ある 。

　そ れ以 上に注 目され るの は 「一・時 的な仕事 に就い た者 1 と
一
進学 も就職 もしな い

者」 の 合計が学士で 7％か ら26％ へ ，短大卒で 8 ％か ら339・ へ とい ずれ も約 4倍に 急

増 した こ とで あ る c 高卒で 進学 も就職 もしな い 者の 割合も 5 ％か ら10％ へ と倍増 し

た 。 こ の よ うな就職者の減少とフ リ
ー

タ
ー

の 増大は，気ままな暮 らしを好む若 者の 選

好の せ い で もあるが ， 明確に定義で きて特定の 能力を必要と しt 比較的固定 した安定

的な生涯の労働で あ る
「
ジ ョ ブ 」 （OECD 　2001， 124頁） が 急激 に 臧少 し， ポ ス ト

・ジ ョ ブの 時代を迎えた結果で もある （ブ リ ッ ジ　1995，2324 頁）。 そ の た め高度成

長期以 来日本的特質 とされて きた新規学卒者の 一括採用に よる若者の 職業的社会化が

もはや円滑 に機能 しな くな っ た 、

　さ らに，90年代に は IT 化が急速に進行 したが，8G年代の ME 化は製造業が 中心で

あ っ た の に対 し，IT 化 はサ ー ビ ス 業を含む全産業に 及 ん だ 。 学校教育 も例外で は な

く，イ ン タ
ー

ネ ッ トや CD ・ROM の 登場 に よ りもはや学校に 行き，教員に 教わ らな

くて も，好 きな時間に必要な情報を容易に 手に 入れ られるよ うに な っ た 。 そ の 結果，

かつ て 印刷 術が登場 した際の 教会や 司祭と同 じく，学校や教 員は もはや必需品で は な

くな っ た 。 この ことは学校の 存在価値を低下させ ，生徒に対す る教 員の 影響力を減少

させ た 。

　 こ の よ うに ポ ス ト・ジ ョ ブ化 と IT 化 は学 校 と社会の 関係に本質的な転換を生 じさ

せ ， 基本的に就職産業で あ り，情報産業で あ っ た学校教育が存立の 危機に直面す るこ

とにな っ た 。 学校は青少年人口 の 減少に伴 っ て 斜陽産業化 した だけで な く， 情報 化や

学習社会化に よ っ て そ の 存在意義が問 われ るに 至 う たの で ある 。

｛4） マ ネー
カ ル チ ャ

ーとテ ク ノ カル チ ャ
ー

　80年代後半か ら9G年前半に か けて 人 々 の 精神や思 考様式 に も大 きな転換が見 られ
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た 。 特に 目立 っ たの は剥 き出 しの 個人的欲望の 解放，権威や秩序の 否定な どで あ っ

た 。
マ ネーカ ル チ ャ

ーは金と富の 獲得へ と人々 を駆 り立 て ， 企業 も個人も財テ クや 土

地転が しに狂奔 した。宗教 的精神の 崩壊 とテ クノ ロ ジーへ の 没頭，精神活動の 衰 弱が

オ カル テ ィ ズムや神秘主 義，超 能力な どへ の 関心 を招い た （佐伯　 1996，37−38頁，

88頁，93頁）。

　 90年 代に お け る活字文化の衰退 は 中世に おけ る声の 文化か ら文字の 文化へ の 転換に

匹敵する衝撃的変化を及ぼ した 。 それに代わ っ て電子メデ ィ アが教育環境 と して 大き

な 役割 を果た す よ うに な っ た が，二 者択
一

的なパ ソ コ ン ・プ ロ グラム はま っ た く異質

な 人間を生み出すに 至 っ た （サ ン ダース　1998， 152頁，173頁 ， 180頁）。 94年か ら95

年に か けて オ ウ ム 真理 教に よ るサ リ ン殺人が大 きな社会問題に な っ た の もそ れを象徴

す るよ うな事件で あ っ た 。

　 また，メ ガ ・コ ンペ テ ィ シ ョ ン と知識経済の 時代を迎え，独創的な研究技術者 と個

性的な企業家の 育成を目指 して ，世界に通用する教育研究拠点の 整備と科学技術の 振

興が急務とされ た 。 そ の た め これ まで政府支出の少なか っ た科学技術研究が俄かに重

点投資の 対象と して 浮上 し， 財政難に もか かわ らず95年 11月に科学技術基本法が制定

され，翌 96年 7月の 科学技術基本計画に基づ き2000年度までの 5年間 に17兆円 もの 巨

費が投 じられた n

　 しか し，高度経済成長と共に急速に 縮小 して きた所得格差や 資産格差が，80年代の

資産バ ブル とそれに続 く90年代の 雇用 リス トラ の過程で反転拡大に向か い，平等社会

神話が脆 くも崩壊 した 。 グ ロ
ーバ ル化 ， IT 革命，業績主義の強化 と日本的雇用慣行

の 崩壊 が 階層 格差 を 拡 大 させ，
“一

億 総 中流 階級
”

の 夢を 吹 き飛 ば した （橋本

2001，203頁）。

　そ うした環 境の 中で 国民 の 間で連帯の 感情 と公共 の 理念が消滅 し，国民国家の 基盤

で ある国民そ の ものが 融解 し始めた 。 社会規範は さ らに弛緩 し，青少年を含めて 凶悪

犯罪が 目立 っ よ うに な っ た c 犯罪の増加 ， 家族の崩壊 ， 信頼の 低下な ど，過去30年間

に わ た っ て 欧米諸 国を悩 ませ て きた
“
大崩壊

”
の 時代が （フ ク シ マ 　 2000，上89

頁〉，90年代に至 っ て 我が国に も到来 した の で ある 。

　経済万能主 義の 風潮が強まる に つ れて ， 教育政策の 独自性が消滅し，経済 ・産業政

策へ の 従属傾 向が
一

段 と強まり，教職員の 人事管理 などで も札束で顔を叩 くよ うな報

酬主義 （コ
ーン　 2001）が 蔓延 し始め た 。 成熟 と停滞 の 時代 に な っ て も教育の 基本的

ス タン ス が人々 の 欲求を煽るウオー ミ ン グ ・ ア ッ プ中心で あることは変 らなか っ た 。

ただ，経済成長が 行き詰まり，所得の 上昇や階層移動の 可能性が 縮小 したため、立身
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90年代
一

教育 シ ス ア ム の 構造変動

出世に 代わ っ て 個性の 発揮が強調 され るよ うに な っ た 。

　そ う した人々 の 価値観の 変化を最 も敏感に 反映するの は青少年で あ る ． 1991〜 2000

年度の 9年間に い わゆ る不登校者の 数は，小学校で 12，645人 （0．14％） か ら26，372人

（0．36％ ）へ ，中学校で は 54，172人 （1．　04％ ）か ら 107，910人 （2．63％） へ と激増 した

（括弧内は児童生 徒数 に 占め る割合）。 こ の 間 に教員 1 人当た りの 児童生徒数は小学校

が2L　1人か ら 18，0人，巾学校が 18．7人か ら 15．7人に ，高等学校が 18．2人か ら14．2人へ

と縮小す るな ど教 育条件 は改善 され た が ，学力の 低下や 不登 校 の 増 大 な どは防げな

か っ た 。

3． 教育 シ ス テ ム の 対応

（1） 競争主義 と個性主義

　ソ ビエ ト連邦の 解体と社会主義体制の 崩壊 に よ っ て 共産 主義 イデ オ ロ ギーは権威を

失墜 した 。 経済成長の 鈍化に よ っ て 福祉政策を維持で きな くな っ た こ とと，冷戦の終

結に 伴 っ て 福祉政策の 必要性が 減少 した こ とか ら， 福祉国家イデオ ロ ギー も影響力を

弱め た 。 政治学者の 問で は既に 70年代中頃か ら マ ル クス 主義の 影響が急速 に失われ，

80年代以 降は皆無 に近 くな っ たとい うが （田口 　2001，450頁），思想界で 攴配的だ っ

た左翼 イデ オ ロ
ーグの 多 くは社会主 義や安保破棄に代わ っ て 市民主義や 人権主義な ど

を旗印にする ソ フ トな 「サ ヨ ク」 に 転換した （佐伯　2001， 122頁 ）．

　悪い シ ス テ ム の 崩壊は残 っ た シ ステ ム が 考え られ うる最 善の シ ス テ ムだ とい う証拠

に はな らな い はずで ある （クラ ウ チ　2001，212頁）。 に もかかわ らず，資本主義の 独

走態勢 とな っ た結果 ，社会か ら理 想が 失わ れ ， ひ たす ら競争だ けが 目的 とな っ た ．社

会主 義や福祉国家観に は そ の 当否は別 と して 社会の 達成 目標が あ っ たが ，資本主義 は

特定 の 理想を持たない ／、それ が約柬す るの は個 人の 選好を最 も効率的に満足させ る と

い うに とど まる。

　 しか し、所得 と富を増大 させ ，個人の 欲望 を満た して や るだけで t 国民 をま とめ て

い くこ とは 容易で は ない 。 特 に教育は理念を持 たずに は 不可能で ある が，生徒 に 競争

以外の 理想を持たせ る こ とが難 しくな っ た 。 国際化，情報化あ るい は IT 化や グ ロ
ー

バ ル 化な どは社会環 境の 変化に 対応する必要が あ るとい うこ とに過 ぎず，教育の 理念

や 目的 で はない 。

　90年代の 教育改革は教育主導の 社会改革で は な くt 社会変化へ の 対応 と して の 教育

改革で あ る 。 そ こ に 見 られ るの は 社会環境 の 変 化を所与 の もの と し，それに 合わせ て

教育の 在 り方を改め て い こ う とす る姿勢で あ り，社会変化に 対す る批判や懐疑はま っ
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た く見 られな い （市川　1995，28頁）。 理念なき教育改革が可能なの はその ためで あ

る 。

　90年代 に入 っ て 支配的な教育イデオ ロ ギーとな っ た個性主義 は80年 代半ばの 臨時教

育審議会 に 発す る 。

“
個 を生か す

”“
生 きる 力

”“
新 しい 学力観

”
な ど，教育 界で 流

行 っ た ス ロ
ーガ ンを貫 く基本的な考え方は こ の 個性主義で あ る。 また，各種基準の 廃

止や緩和，選択科目の 拡大，評価基準の 多元化，学校制度の 複線化， 学校選択の 自由

化，進学 ・進級に お ける例外措置な ど，す べ て 個性主義 に正統化の 根拠 をお い て い

る 。

　個性主義の教育は従来の適格主義の 教育とは決定的に異な る 。 適格主義は能力 ・適

性に応 じて学校教育の 種別化，類 型化 t 多様化 と基準の 複数化を図る もの で あるが ，

基準 自体 はなお存在 して お り，学 校教育 との 両立 は可能で あ っ た 。 しか し，個性主 義

の 下で は基準 その もの が消失す る ため に学校教育 は実 行困難 とな る （市 川　2000，

265−268頁）。

〔2） 規制緩和と私教育化

　90年代に学校制度の 大 きな変更はなか っ た 。 唯
一
制度改革とい えるの は 1999年度か

ら始 まっ た 中等教育学校の 創設で あ るが，2001年度 まで に僅 か 4 校 しか設置されて い

ない 。 中学と高校を繋げた中等教育学校は本来私立学校優位に対する巻き返 し策 とし

て期 待された もの で あるに もか か わ らず，エ リー ト校に して は な らな い とい う制約を

課せ られ たためで あ る （下村　2000，246頁）。 この よ うに本音 と建て 前が大き く食い

違 っ て い るため ， 設置目的を明確 に打ち出すこ とがで きず，その 目的及び目標の い ず

れに 関 して も高校 と区別す る独自性が 見 られ ない （学校教育法 51条の 2及び 3 ）。

　資本主義的な優勝劣敗の 競争原理 か らすれば ，学校制度を複線化 して 能力主義的教

育を徹底 させ た い とこ ろで あろ う 。 教育課程審議会の 二浦朱門前会長に よれば，ゆ と

り教育の 本当の 狙い はエ リー ト教育だ とい う （斎藤貴　2000，40−41頁）。 しか し，平

等主 義的な考え方が 強い 我が国で は，機会均等に 反する とか受験競争を激化す ると

い っ た理 由か らする強力な反対が予想され，正面か らの 制度改革は困難で ある 。

　その ため
“
風穴を開ける

”

と称 して 様 々 な例外的措置を採るとか ，入学資格や卒業

資格な どの 要件 を済 し崩し的に緩和 して い く手法が採 られて きk 、 こ うした措置は青

少年人口 の 減少 とい う状況下で 入学者確保を容易に する こ とか ら一
部の 関係者か ら歓

迎された し， 行財政改革の
一

環で あ る規制緩和政策に バ
ッ ク ・ア ッ プされて 広い範囲

に拡大 して きた 。
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　91年の 大学設置基準の大綱化あ る い は92隼か らの 新学習指導要領の 実施などは 規制

緩和の 代表的な もの で ある。 しか し， こ うした無原則的 な制度の 弾力化は教育機会の

拡大は促進するもの の ， 修学の 安直化を もた らし，制度その もの を無意味に して い く

だ けで な く，学校教育の 運 営を著 しく困難に した．

　90年代に は公教育観の 転換に伴 っ て教育 と社会 ， 学校 と家庭の 関係に 本質的な変化

が生 じた 。 それ は教育，特に 学校教育の 役割が 公共社会の 形成で ある と い う前提が 失

われた こ とで ある 。 市場主義が 支配的に な るに っ れて 世界的に教育を基本的に個人の

ため の 投 資と見る風潮が 強 まり （OECD 　1994，　 pp ．11−13＞，教育す る1則とされ る

側 との 関係 は商取引 と同様にみ な され るよ うに な っ た
。

これ は 義務教育の 公立学校 と

いえ ど も例外で は な く．我が国で も保護者に よ る学校選択が認め られ るよ うに な っ た 。

　95年の 東京都足立区を は じめ と して 大都市圏 を中心 に 保護 者に よ る 公立小 ・中学校

の 自由選択が容認 され ， 就学校指定制度が崩壊 し始め た 。 これ は学校教育をサ ービ ス

商品 とみ る意識が住民の 間に浸透 して きたため と見 られ る （山岸利　2001．28頁）。

今や 学校が 生徒を選ぶの で な く，生徒が学校を選ぶ 時代に な っ たの で ある．

　90年 代後半に は経済不況 の 長期化か ら家計収入が伸び悩み、実収入，可処分所得共

に 97年を ピー
クに減少に転 じたが ，私学志 向は90年代 を通 じて 層 強ま っ た 。 特に 従

来公立が圧倒的だ っ た 小 ・中学校で もこの 傾向が顕著 とな り，在学 者数の 割合が 小学

校は0．7％か ら0．9％ ， 中学校は3，8％か ら5，7％へ と急増 した 。 特に大都市で はそれが

際立 っ て お り，東京都 23区で は 2DO1年度現在、私学在学者が 小学校 4，9％，中学校

29．3％，高校61，2Q6に達 して い る 。

〔3｝ ス リム 化 とア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ

　90年代には教育の 統制方式に も大きな変化が 見られ た 。 まず地方分権改革の
一
環 と

して 教育行政で も地方分権化が試み られた 。 1956牢以来40年以上続いた 地方教育行政

制度に は，総理大臣の 諮闇機関 と して 設置 され．今□まで の 教育改革の 流れ を つ くっ

た臨時教育審議会で さえ，手を っ ける こ とが で きなか っ た 。

　そ の 意味で こ の 見直しは画期的な こ とで あ り，機関委任事務の 廃止をは じめ ，社会

教育関係専門的職員の 必 置規制の 廃止，地方に対す る国の 積極的な指導 ・助言 ・援助

の緩和， さらに は都道府県教育長あ るい は市町村教育長の 任用に 関する文部大臣ある

い は都道 府県教育委員会の 承認 権の 廃 止な どの 措置が 講 じられ た tt

　 しか し，権限の 地方移譲は意外に少な く，権限の 移譲よ りは機関委任事務の 廃 1ヒな

ど国の 関与の 縮小が 優先 された 。 しか も機関委任事務の 多 くは法定委託事務に 姿を変
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え るな ど，大枠で は大 きな 変化 はみ られなか っ た 。 各種補助金の 整理 合理 化は 若干行

われ た もの の ，廃止され るに は至 らな か っ た 。 義務教育費国庫負担制度は維持 され ，

財源の 再分配 によ る地方税財源の 充実確保 は達成され なか っ た 。 92年の 業者テ ス トに

対す る介入 以来，教 育委員会 に対す る文部 省の 姿勢 は，む しろ強ま っ た とい わ れて い

る （小川　 2000， 184頁）。

　総合行政の 必要性が叫ばれて きたに もか かわ らず教委制度 は廃止 に 至 らず ， 結局，

地 方教育 行政 の 基 本的枠組 は維持 された （村松　 2000， 66頁）。
ハ ー ド面の 関与を縮

小す る代わ りに 教育課程研究セ ン ターや 生徒指導セ ン タ ーの 創設などソ フ ト面の 管理

を 重視す る方向に文部行政 の 機能が シ フ トした とみ るこ と もで きる （本多　2000，

134頁）。

　 また，自主性強化の 名の 下に 大学や学校に お ける裁量権限の拡大が図られたが ， こ

れ は同時に運営の 効率化を促す と共に ，教育現場の ア カ ウ ン タ ビリテ ィ を求め る もの

で あ っ た 。 その ため，学長や 校長など管理職権限の 強化が図 られ る一方，教授会や職

員会議の 権限に制限が加え られた 。 個人や 自治的機関に実施権限を委譲 し，国が評価

権限を もつ の は政府の 監督権限を増大 させ る方法 なの で ある （ウ イ ッ テ ィ 他　2000，

3頁，57頁）。

　 なお， 90年代 に は大学 に対する文部省の 立場が 一
層強化 され た 。 99年 7 月に は中央

省庁の 企画立案機能と実施機能の 分離を旗 印とす る独立行政法人通 則法が成立 し，

2001年 4月か ら施設等機関の 独法化が実施 され た 。 2DOO年 5 月に は 文部省か ら国立大

学 も独法 化す る方針が打 ち出され ， 2001年 9月に は それに 関する中間報告が 公表され

た 。

　 こ う して ，近い 将来国立 大学は政府が企画立案する政策に 即 して教育 ・研究や社会

サ ービス を実施す る機関に な り， その 実績評価に基づ い て 財源を配 分され る機関 とな

る こ とは今や確実 とな っ た 。 その ため既 に 91年 7 月に創設 され た学位授与機構が 2000

年 4 月か ら大学評価 ・学位授与機構 と して 大幅に 改組拡充 され た 。 こ うして 「知の 共

同体」 か ら
「
知の 企業体」 へ の 移行 は もは や 「避 け難 い帰結」 と な っ た （天野

2001，26頁）。

　分権化や規制緩和 は小 さい 政府を志 向す るが，決 して 弱い政府を意味す る もの で は

な く，ス リ ム で は あ るが 強 い政府を 目指す もの で あ る （二 宮　 1998， 19頁）。 そ れ は

グロ
ーバ ル 化や国際緊張等に 適切に 対処す るに は政府の 負担を緩和 して お く必要が あ

る し， 市場経済化が社会的連帯の 弛緩や階層分化の拡大を もた らし，社会の 不安定や

人心 の 動揺を生む こ と に対処するた め に も， 強い 政府が 必要 と され るか らで あ る （斎
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90E 代一 教育シ ス テム の 構造変動

藤純　　2000，　82頁）c

凶 　学力低下 と心理主義

　90年代は青少年の学力水準が大きく低下 した ， そ の 原因は単純で はない が，社会的

背景と して は豊か な社会が 出来上が り，誰 もが 一応の 生活 を保障され るよ うに な っ た

結果，勉強 しな くて も生活に困 らな い と子供た ちが 考え るよ うに な っ た こ と，また親

は子供 に 自分よ り も豊かな 生活が で きると い う夢を与え に くくな り，子供 は親以 上の

生活を期待 で きず，夢を抱きに くくな っ た た め （日本経済新聞社　2001，65頁），大

人た ちは子供 た ちに勉強する必要性を納得 させ る こ とが難 しくな っ た こ とな どが あ

る，

　 しか し， 学力低下の よ り直接的 な原因は文部 省が進 めて きた
“
ゆ とり教育

’
に あ

る。 この政策へ の 方針転換は 77年の 学習指導要領改定に 始まり， これ以降教科内容と

授業時数の 削減が既定路線とな っ て い たが，90年代に は こ れが更に進め られた 。 学校

週 5 日制は 92年度か ら月 1回，95年度か らは隔週実施 とな り，2002年度か らは完全実

施の 予定で ある ，．

　個性化 ・多様化 の 掛 け声の ドで ，教 員は もはや指導者で は な く援助者 と して位置付

け られ，教員に よ る統制 ・管理 は もとよ り積極的な指導まで が 控え られる よ うに な っ

た 。 そ の 結果 ， 生徒の 逸脱行動に 対 して も従来の よ うに 厳 L く取 り締ま る こ とはな

く、許容 され るよ うにな っ た し，進路決定な ども生徒の 自己責任に 委ね られ る こ とと

な っ た 。

　 89年に 改定された 学習指導要領で は 「自ら学ぶ 意欲 と社会の 変化に主体的に対応で

きる能力の 育成」 と い う新学力観が 謳われた が， これが期待は ずれ に終わ っ た こ とが

90年代を通 じて 次第に分か っ て きた 。 まず ， 大学の 授業が成 り立たな くな るほ ど大学

生 の 基礎的学力水準が著 しく低 下 した こ とが指摘 され た 。 む ろん これ は 大学の 大衆化

が もた らす当然の 帰結で もあ る し，大学側が志願者を確保するた めに学力試験をや め

た り，試験科目を減 ら した こ とに も責任が あ る 。 しか し， トッ プ クラ ス とみ なされ る

大学で さえ学力水準の低 ドが明白とな っ たため 1 学 力低下問題が 俄かに深刻な社会問

題と して 浮 ヒした。

　 文部省側は低下 したの は知識の 量 に 固執 した古い 学力で あり，学習す る能力など新

しい 学力は 低下 して いな い と反論 した 。 しか し，基礎学力の 低下が 目立 っ ただ けで 問

題解決的な思考力や表現力は伸び なか っ た し， 自主 的な学習能 力の 向上 もみ られ な

か っ た 。 1990年 と2001年の 調査を比 較 して も， 臼宅 に おけ る学習時問 も著 し く減少
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し， 学習意欲の 低下が裏づ け られた （ベ ネ ッ セ 　2001）。 学校教育の ス リム化は学習

塾 や受験産業へ の 依存度を 高め，公立離れ に拍車をか け る結果を もた ら した （山口

200L　 65頁）。 その た あ2000年か ら文部省 は従来教育内容の 上限規制 とみ られ て きた

学習指導要領を最低基準で ある と述べ るなど、済 し崩 しの 方針転換を図 るに 至 っ た 。

　臨教審以降の 教育政策 は教育を政治 や経済な どの 社会的問題 とい うよ りは，子供 と

そ の 周辺の 大人の 問題 と して 扱 う傾向が 強ま っ た 。 こ の 時期 に 出された 諸審議会の 答

申に は 「個性一Ir 心 の 教育」 「自己実現 」 「生 き 甲斐」 「ア イ デ ン テ ィ テ ィ 」 「自分探

し 1 とい っ た言 葉が溢れ て い る 。 こ の よ うに 社会の 在 り方 よ りは心 の 在 り方が 問題 と

され， こ れ に対す る施策 も政治や社会の 改革よ りは子供の心 の ケア を中心 とす る方向

に 向か っ た 。

　 その 結果，様 々 な教育問題 がす べ て 「心 の 問題 」 と して 語 られ （加野 　2DO1、 16

頁），個人の 内面の ケ ア で解決で きる と考え られ た 。 こ う した心理 主 義は個人主 義と

い う点で市場主義と通底 して い るが ，心理 主義の 肥大化は教員 ・学校批判の 高 ま りを

招 い ただ けで な く （広田　2001，364頁），学校教育に お け る指導の 必 要を見失わせ，

教育の カ ウ ン セ リン グ化，教員の カ ウ ン セ ラー化を もた ら した。

　環境の 変化に敏感に反応 し， 絶えず変身 して い け る人間の 育成が必 要だ とい う見地

か ら，従来の 規律訓 練型 の 学校教育 は時代遅 れで あ ると し，それを 自己実現型の学校

教育に変えて い くとい うのが今 日の 教育改革の 基本方向で あ る。 しか し，両者は必 ず

しも別の もの で はな く，それ ほど本質的な違 い はない 。 近年流 行の カ ウ ンセ リン グな

ども子供の 内面に まで 踏み込んだ管理 に よ っ て 規律訓練的機能の 再建を目指す もの と

見る こ とも可能で あ る （石川　2001，112−114頁）。

4． 改革に よ っ て 失われた 10年

　90年代初頭に共産主義体制が崩壊 したが ，ま もな く資本主義体制も揺 らぎ始めた 。

それ は中央計画型社会主義の 消失 と共に歯止めを失い ，暴走 を始め た市場原理主義に

よ っ て もた らされ た （金子　 1999，27頁）。 この 危機に 対処する 目的で ， 90年代を通

じて 経済構造改 革，行財政 改革などが繰 り返 し試み られ たが ，い ずれ も成功 しなか っ

た 。 その 結果 ，

“
改革の 10年

”
が同時に

“
失われ た 10年

”
ある い は

“

停滞の 10年
”

と

な っ た 。 経済は底無 しの 不況とな り， 財政は赤字の 累積がや まなか っ た 。 に もかかわ

らず，政治 は退廃 し，行政 は汚職に 塗れ るばか りで ，何 ら有効な対策を講ず る こ とが

で きなか っ た 。

　90年代 に は教育の 危機 も増大 したが，有効な対策が打ち出され なか っ た 。 教育界 は
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信念や理念を欠き，事態を客観的に 分析する こ ともなく，その 時どきの 世論に迎合

し，そ の 場そ の 場の 出 来事に 対処す る ための 小手先の 改善策を続けて きた 。そ の た

め，こ の 10年間 は改革の 連続で あ っ たが，その成果 は上が らず，む しろ事態 は悪 化の

一
途をた ど っ た ，

　まず，改革が 目的と した はずの
“
ゆと り

”
や

“
生 きるが は育成で きず ，学力の 平

均水準の 低下 と分極化が もた らされた 。 学力低 Fが 危惧 されるの は主に そ れが科学技

術の 発展を妨げ，国際的な経済競争力を弱め，国益を損するため で あ るが ， 社会の 文

化水準を低下させ，知的文化を解体させ るだけで な く，子供の 学力差 が開き，経済的

な不平 等や社会的格差を拡 大 して ，社会不安 を醸成す るとい っ た心配 もあ る 。

　次に 90年代が
“
失わ れた 1U年

”
だ っ た とい うの は，通常我が 国が グ ロ

ーバ ル 化や

IT 化，市場 化な ど とい っ た世界的な趨勢に乗 り遅れ た こ とを さ して い るが，失われ

た の は経済や技術だ け で はな か っ た 。 そ れ以上に 重要で 深刻な の は社会的規範の 崩壊

で あ り，エ
ー

トス の 喪失で ある 。 改革が 目指 した学校の 個性化や教育の 自由化よ り先

に，学問と生活両面に おけ るデ ィ シプ リンが崩壊 し，こ の 国の 教育シ ス テム が機能不

全に 陥 っ た 、

　そ れ に 関連 して ，学力低 ド以 i；に 深刻なの は 子供た ちの 学校離れ で ある。 前述 した

よ うな不登校の 増大だけで な く，登校 して い る生徒で あ っ て も生活全体に 占め る学校

生活の 比重が低下 し，パ ー トタ イ マ
ー的な生徒が 増えて きて い る （耳塚　 2001，95−

97頁）。 本質的に 学校教育と相容れぬ個性主義を学校教育の 改革原理 と した こ とは ，

学 校が 自壊作用 を起 こ すため の 爆薬を仕掛けたよ うな もの で あ り，学校教 育を崩壊 に

導 くこ とに な っ た、、

　社会は そ の社会の 中で 共有され，人 々 の 協力の基盤 となる
一

連の イ ン フ t 一
マ ル な

価値観や規範が なければ存続で きな いが，現代におい て はそ う した社会資本の最 も重

要な供給源が教育 シ ス テ ム で ある以上 （フ ク シ マ 　 2000，下140頁）， そ の 機能不 全は

同時に 総体社会 の 危 機で もあ るとい われ ねばな らない
。

　 さ らに， この 時期 に は学校教育の 主 要対象で あ る 青少年人口 が急減 しただ けで な

く， 学校教育の 存在理 由が薄れ ， 子供の 生活に お ける学校の 意味が 軽 くな っ た 。 ま

た ，就職率が急激に 下降し，フ リー ターが激増するな ど，青少年を職業的に社会化す

る学校の 機能 も失われ つ つ ある 。 そ の うえ，教育の 目的が曖昧とな り，公共社会の 形

成よ りも私的投資と考え られ る よ うに な っ た 。 国民国家が揺 らぎ， 国家意識が希薄 と

な るな ど国民教育の基盤が掘 り崩され っ つ あ る。 さらに 大人と区別され る子供の 質的

特性が薄れ，子供 と大人，学校と実社会 との 区分が不明確に な っ た結果，教育の 世界
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が消滅 し，教育の論理が使えな くな っ た 。 教育政策 ・ 行政の 危機に とどま らず ， 教育

者や教育研究 も危機 に陥 っ て い る とい え よう 。 90年代 は
“
教 育改革に よ っ て 失われ た

10年
”

で あ っ た （苅谷　2001，141頁，213頁）。
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The  last decade has witnessed  drastic ehange  in the social  context  within

which  the  Japanese  educational  system  functions. The  Cold War  came  to

an  end,  and  the political climate  created  by the deep rivalry  between  two

major  political parties since  1955 finally ended.  Moreover, the number  of

ehildren  has fallen steeply,  and  the distinctive features  of  childhood  have

nearly  disappeared. A  post-job age  has  dawned, the development of

information technology  has revolutionized  the way  we  eommunicate  with

one  another,  and  mammonism  and  technocracy  have flowered. There  has

been a prQfound  change  in the structures  of  power, demographics, industry

and  occupation,  and  social  status,  as  wel]  as  in the values  or  moral

standards  shared  by people, which  should  not  be confused  with  fluctuation

in standards  of  income, living, education,  or  culture.

     During  the 1990s, the structural  changes  in these social  factors,

which  are  intimately  related  to input, output,  and  throughput  in the

educational  process,  have shaken  the foundations of  Japanese  educational

system  in respect  to coneeption,  organization,  management,  and  curricula.

Competitiveness and  individuality has come  to  take  dominance  in schooling,

and  great concern  has frequently been expressed  over  the  poor  level of

students'  cognitive  skill  and  scholastic  achievements  as  well  as  discipline

problems  in the elassroom,  Whi!e there has been a  trend  towards

deregulation, privatization, and  decentralization, which  has  given  wider

discretionary powers  to local governments  and  individual s ¢ hools, demands

for accountability  have increased in the operation  of  schools.

     Thus, the  structural  change  in the  educational  system  occurred

partly in response  to  the changing  social  context,  but partly from

educational  policy. Change  was  frequently understood  to contribute  to

the crisis,  but effective  measures  were  rarely  taken. Although  solutions

have been offered,  they  have proven  to be temporary  expedients  and  have

not  borne fruits, In fact, the situation  has deteriorated. In this sense,

the 1990s can  be regarded  as  a lost decade in search  of  educational  reform.
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